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〔利用上の注意〕  

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指定

統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２条の

規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。  

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行われ

た統計調査をいう。  

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新統計

法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に基づく総

務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。  

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に届け

られた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき総務大臣

に届けられた統計調査をいう。  

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法下の

指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されていたもの



については、基幹統計に移行している。  

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。  

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査以外

のものをいう。  

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、本

月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 

 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

農業経営統計調査 農林水産大臣 

承認事項の変更 

農林水産省設置法の改正

により、組織再編を行うこ

とに伴う調査組織の変更 

H27.9.28 

農林業センサス 農林水産大臣 

承認事項の変更 

農林水産省設置法の改正

により、組織再編を行うこ

とに伴う調査組織の変更 

H27.9.28 

漁業センサス 農林水産大臣 

承認事項の変更 

農林水産省設置法の改正

により、組織再編を行うこ

とに伴う調査組織の変更 

H27.9.28 

作物統計調査 農林水産大臣 

承認事項の変更 

農林水産省設置法の改正

により、組織再編を行うこ

とに伴う調査組織の変更 

H27.9.28 

海面漁業生産統計調

査 
農林水産大臣 

承認事項の変更 

農林水産省設置法の改正

により、組織再編を行うこ

とに伴う調査組織の変更 

H27.9.28 

木材統計調査 農林水産大臣 

承認事項の変更 

①  農林水産省設置法の改

正により、組織再編を行

うことに伴う調査組織の

変更 

② 調査事項の変更 

 ア）普通合板の生産量に

係る厚さ区分の変更 

 イ）針葉樹構造用合板に

係る入出荷量、在庫量

等の事項を追加 等 

H27.9.28 

牛乳乳製品統計調査 農林水産大臣 

承認事項の変更 

農林水産省設置法の改正

により、組織再編を行うこ

とに伴う調査票様式の変更 

H27.9.28 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H27.9.2 民間企業の勤務条件制度等調査 人 事 院 総 裁

H27.9.8 能力開発基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H27.9.11 畜産物流通調査 農 林 水 産 大 臣

H27.9.16 企業行動に関するアンケート調査（試験調査） 内 閣 総 理 大 臣

H27.9.16 労働安全衛生調査 厚 生 労 働 大 臣

H27.9.18 航空旅客動態調査 国 土 交 通 大 臣

H27.9.25 環境にやさしい企業行動調査 環 境 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。

- 2 -



○一般統計調査の中止通知

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H27.9.16 福祉事務所現況調査 厚 生 労 働 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したもの
   である。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H27.9.1 ならの患者体験調査・医療機関調査 奈 良 県 知 事

H27.9.1 鳥取県正規・非正規雇用実態調査 鳥 取 県 知 事

H27.9.1 短大・専門学校生の生活習慣に関する実態、意識調査 福 岡 市 長

H27.9.2 学校給食実施状況等調査附帯調査 長野県教育委員会委員長

H27.9.3 ぶどう「甲州」の栽培状況調査 青 森 県 知 事

H27.9.7 これからの図書館サービスのあり方に関するアンケート 北九州市教育委員会委員長

H27.9.11 食ブランド認知度調査 福 井 県 知 事

H27.9.14 青森県男女共同参画に関する意識調査 青 森 県 知 事

H27.9.18 県産食材ニーズ調査 山 梨 県 知 事

H27.9.18 北九州市の特別支援教育に関する調査（企業向け） 北九州市教育委員会委員長

H27.9.29 北九州市の特別支援教育に関する調査（保護者向け） 北九州市教育委員会委員長

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
ある。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H27.9.3 労働条件・労働福祉実態調査 愛 知 県 知 事

H27.9.7 東京都福祉保健基礎調査 東 京 都 知 事

H27.9.7 山梨県男女共同参画に関する県民意識・実態調査 山 梨 県 知 事

H27.9.10 県民の健康に関するアンケート 埼 玉 県 知 事

H27.9.11 県民健康・栄養実態調査 新 潟 県 知 事

H27.9.17 県民健康実態調査 茨 城 県 知 事

H27.9.17 山口県鉱工業生産動態統計調査 山 口 県 知 事

H27.9.18 愛媛県産業廃棄物実態等調査 愛 媛 県 知 事

H27.9.25 県民健康・栄養調査 神 奈 川 県 知 事

H27.9.25 民間資源回収実態調査 福 井 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
ある。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 農業経営統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、農業経営

統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、農業経営体の経営

及び農産物の生産費の実態を明らかにするとともに、農業行政に必要な基礎資料

を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－現金出納帳 ２－作業日誌 ３－経営台帳（個別経営体用） ４－

経営台帳（組織法人経営体用） ５－経営台帳（任意組織経営体用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（営農類型別経営統計：調査実施年の翌年７月、

１０月、農畜産物生産費統計：調査実施年の翌年６月、７月、８月、１０月） 

※ 

【調査票名】 １－現金出納帳 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１

０年農林業センサス、平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４４７／２，８３０，３１２ （配

布）職員又は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職

員調査） （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）（地方農政局の管

轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北

海道農政事務所―報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局

－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．収入・支出（農業経営に係る贈り物・もらい物を含む。）、２．家計ま

たは農業生産関連事業に使った生産物（自営に使用する生産費該当生産物）、

３．農外等収入、４．農外等支出 

※ 

【調査票名】 ２－作業日誌 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１

０年農林業センサス、平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４４７／２，８３０，３１２ （配

布）職員又は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職

員調査） （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）（地方農政局の管

轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北
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海道農政事務所―報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局

－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．作業区分、作業者名、１日当たり標準労働時間、作業日、２．労働時

間（日付、作物名、作業内容、家族・住み込みの年雇及び雇用別労働時間）、

３．生産費該当品目に使用した資材（品名、数量） 

※ 

【調査票名】 ３－経営台帳（個別経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１

０年農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，８６６／２，８１５，９８８ （配

布）職員又は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職

員調査） （記入）併用 （把握時）年末現在 （系統）（地方農政局の管

轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北

海道農政事務所―報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局

－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．世帯員（氏名、性別、生年月、就業状況等）、２．土地（１）総括表

（種類、地目、ほ場名・地番、土地台帳面積又は総面積、課税評価額、負担

割合等）、（２）異動表（移動事由、異動年月、種類、地目、異動後の地目、

異動面積）、３．建物及び自動車・農機具（１）総括表（種類、構造、新古

区分、取得年月、取得価額、年始め延べ面積、農業、農外、家計の負担割合、

部門別の負担割合等）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、構造、異

動延べ面積）、４．植物（１）総括表（種類、品種、植栽年月、取得価額又

は成園価額、年始め植栽面積）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、

品種、植栽年月、異動面積）、５．牛馬（１）総括表（種類、品種、販売目

的区分、性別、生産年月、成畜に達した年月、取得年月、取得価額、年始頭

数等）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、性別、生産年月、

成畜に達した年月、頭数等）、６．中小動物（種類、品種、性別、生産年月、

取得年月、頭羽数）、７．現物在庫（１）未処分農産物（品目、数量）、（２）

農業生産資材（品目、該当部門、数量）、８．現金・預貯金等及び借入金（１）

現金・預貯金及び売掛未収入金（区分、名称、年始め現在高、農業負担割合、

年末現在高、農業負担割合）、（２）借入金及び買掛未払金（区分、名称、年

始現在高、負担割合、年末現在高、負担割合）、９．自給牧草（１）作付面

積・生産量（種類、作付面積、牧草生産量、収穫回数）、（２）牧草費用価減
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価償却配賦表（資産等、種類、構造・型式、牧草名等）、１０．調査客体概

況（１）営農類型別統計関連項目、（２）農産物生産費統計関連共通項目、（３）

米生産費統計関連項目、（４）麦類・大豆・畑作物生産費統計、（５）牛乳生

産費・肉用牛生産費・肥育豚生産費統計関連共通項目、（６）牛乳生産費統

計関連項目、（７）子牛生産費統計関連項目、（８）肥育豚生産費統計関連項

目 

※ 

【調査票名】 ４－経営台帳（組織法人経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２０１０年農林業センサス、平成２

２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３６９／１０，５９７ （配布）職員又

は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職員調査） （記

入）併用 （把握時）年末現在 （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林

水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所

―報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セン

ター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．貸借対照表（１）固定資産細分配賦表（植物及び動物、建物・構築物

及び自動車・農機具、土地、その他）、（２）流動資産・繰延資産・負債・資

本科目配賦表、２．損益計算書（１）農業収入、（２）農業生産関連事業収

入の内訳、（３）制度受取金、積立金等の内訳、（４）農作業受託収入の内訳、

（５）事業収入計、（６）事業外収支の内訳、（７）科目配賦表、（８）法人

税等引当額、３．調査客体概況（１）水陸稲、麦類、雑穀、豆類、いも類、

工芸農作物及び飼料作物の作付面積等、（２）野菜及び花きの作付面積、（３）

果樹（茶、桑を含む。）の植栽面積等、（４）畜産物の販売状況等、（５）農

作業受託及び生産調整田面積、（６）構成員の状況等、（７）事業従事者数、

（８）投資と資金、（９）経営耕地面積等、（１０）決算期 

※ 

【調査票名】 ５－経営台帳（任意組織経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１２／３，７２７ （配布）職員又は

統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職員調査） （記

入）併用 （把握時）年末現在 （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林

水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所
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―報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セン

ター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．建物及び自動車・農機具（１）総括表（種類、構造、新古区分、取得

年月、取得価額、年始め延べ面積、農業、農外、家計の負担割合、部門別の

負担割合等）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、構造、異動延べ面

積）、２．植物（１）総括表（種類、品種、植栽年月、取得価額又は成園価

額、年始め植栽面積）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、植

栽年月、異動面積）、３．牛馬（１）総括表（種類、品種、販売目的区分、

性別、生産年月、成畜に達した年月、取得年月、取得価額、年始頭数等）、（２）

異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、性別、生産年月、成畜に達した

年月、頭数等）、４．中小動物（種類、品種、性別、生産年月、取得年月、

頭羽数）、５．現物在庫（１）未処分農産物（品目、数量）、（２）農業生産

資材（品名、該当部門、数量）、６．現金・預貯金等及び借入金（１）現金・

預貯金及び売掛未収入金（区分、名称、年始め現在高、農業負担割合、年末

現在高、農業負担割合）、（２）借入金及び買掛未払金（区分、名称、年始現

在高、負担割合、年末現在高、負担割合）、７．調査客体概況（１）水陸稲、

麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物及び飼料作物の作付け面積等、（２）

野菜及び花きの作付面積、（３）果樹（茶、桑を含む。）の植栽面積等、（４）

畜産物の販売状況等、（５）農作業受託及び生産調整田面積、（６）構成員の

状況等、（７）事業従事者数、（８）経営耕地面積等、（９）決算期 
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【調査名】 農林業センサス（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

農林業構造統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、我が国

の農林行政に係る諸施策及び農林業に関して行う諸統計調査に必要な基礎資料

を整備することを目的とする。 

【沿 革】 我が国における農業に関するセンサスは、経済統計に関する国際条約に基づ

いて１０年目ごとに行われる世界センサスと、その後５年目ごとの中間年次に行

われる国内センサスという２つの性格のものが、同一体系の下に実施されている。

このセンサスの出発点をなすものは、昭和２５年に行われた「１９５０年世界農

業センサス」であるが、その後は、昭和３０年に「昭和３０年臨時農業基本調査」

として、別個の形の調査が行われたほか、昭和３５年の「１９６０年世界農林業

センサス」からは、世界センサスに林業に関する調査が加えられた。平成２年調

査の「１９９０年世界農林業センサス」から、新たに「農業サービス事業体調査」

が加わるとともに、調査対象農業事業体の経営耕地面積などの下限基準の見直し、

小規模農家の調査の簡略化などかつてない大幅な改正が行われている。平成１２

年調査の「２０００年世界農林業センサス」から、新たに「林業サービス事業体

等調査」が加わるとともに、調査対象林業事業体の保有山林面積の下限基準の見

直し、小規模農家の調査票を専用の調査票とするなどの改正が行われている。ま

た、平成１７年調査の「２００５年農林業センサス」から、農林業の基本的構造

を経営体を基礎として把握するため、従来、形態別に分かれていた事業体に係る

調査を農林業経営体に係る調査に再編成（統合）し、農業と林業に分かれていた

地域調査を農山村地域調査に再編成し、林業に係る調査を５年周期とするなどの

大規模な改正が行われている。 

【調査の構成】 １－農林業経営体調査票  ２－農山村地域調査票（市区町村用） ３

－農山村地域調査票（農業集落用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２７年１１月末日、詳細：平成２８

年３月末以降） 

※ 

【調査票名】 １－農林業経営体調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）農林業経営体（試験研究

機関、教育機関、福利厚生施設その他の営利を目的としないものは除く。ま

た、林業を行う者については、森林経営計画若しくは森林施業計画に従って

施業を行う者又は保有山林において調査期日前５年間継続して育林若しく

は伐採を実施した者、並びに素材生産業において調査期日前１年間に２００
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立方メートル以上の素材生産を行った者を対象とする。以下同じ。） （抽

出枠）農林業経営体客体候補名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７３０，０００ （配布）調査員・職員 （取

集）調査員・オンライン・職員 （記入）自計 （把握時）平成２７年２月

１日現在 （系統）農林水産省－都道府県－市町村－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）

平成２６年１２月１５日～平成２７年２月２８日、ただし、農林水産大臣

が指定する市区町村：平成２６年１２月１日～平成２７年３月３１日 

【調査事項】 １．経営の態様に関する事項、２．世帯の状況に関する事項、３．農業経

営の特徴に関する事項、４．経営耕地面積等に関する事項、５．農業用機械

の所有に関する事項、６．農業労働力に関する事項、７．農作物の作付面積

等及び家畜の飼養状況に関する事項、８．農産物の販売金額等に関する事項、

９．農作業委託及び受託の状況に関する事項、１０．保有山林面積に関する

事項、１１．林業労働力に関する事項、１２．育林面積等及び素材生産量に

関する事項、１３．林産物の販売金額等に関する事項、１４．林業作業の受

託の状況に関する事項、１５．その他農林業経営体の現況を把握するために

必要な事項 

※ 

【調査票名】 ２－農山村地域調査票（市区町村用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 （抽出枠）調

査実施年の２月１日現在の市区町村のすべて 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２７年２月１日現在 

（系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北

海道） 農林水産省－北海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 農林水産省

－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）

平成２７年４月１日～平成２７年６月３０日 

【調査事項】 １．農地・森林の状況等に関する事項、２．地域資源の保全・活用状況に

関する事項、３．総土地面積・林野面積に関する事項、４．農業集落の立地

条件等に関する事項、５．その他農山村地域の現況を把握するために必要な

事項 

※ 

【調査票名】 ３－農山村地域調査票（農業集落用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業集落 （属性）農業集落（全域が市街化区域

の農業集落を除く。） （抽出枠）農林業センサス農業集落名簿 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４０，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）平成２７年２月１日現在 （系統）（地方

農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、（ 北海

道） 農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、（ 沖縄県） 農

林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）

平成２７年４月１日～平成２７年６月３０日 

【調査事項】 １．農地・森林の状況等に関する事項、２．地域資源の保全・活用状況に

関する事項、３．総土地面積・林野面積に関する事項、４．農業集落の立地

条件等に関する事項、５．その他農山村地域の現況を把握するために必要な

事項 
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【調査名】 漁業センサス（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

漁業構造統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、我が国の

漁業の生産構造、就業構造及び漁村、水産物流通・加工業等の漁業を取りまく実

態を明らかにするとともに、我が国の水産行政の推進に必要な基礎資料を整備す

ることを目的とする。 

【沿 革】 第１次漁業センサスは、農林水産業調査（指定統計第３号）の一環として昭

和２４年３月１日現在で行われた。第２次漁業センサス（昭和２９年１月１日。

漁業従事者世帯調査は、昭和２８年１１月１日現在）から指定統計第６７号とし

て５年目ごとに行う方針がとられたが、昭和３３年には、これに代えて、沿岸漁

業臨時調査（指定統計第９６号）が行われた。２０１３年漁業センサスは、すべ

ての調査票をＯＣＲ対応調査票に変更された。また、海面漁業調査のうち、団体

経営体向けの３つの調査票（会社用、漁業協同組合等用及び共同経営用）を団体

経営体用として統合された。 

【調査の構成】 １－漁業経営体調査票（個人経営体用・団体経営体用）  ２－漁業管

理組織調査票 ３－海面漁業地域調査票 ４－内水面漁業経営体調査票

（個人経営体用・団体経営体用） ５－内水面漁業地域調査票 ６－流通

加工調査 魚市場調査票 ７－流通加工調査 冷凍・冷蔵、水産加工場調

査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２６年８月末、詳細：平成２６年１

２月末） 

※ 

【調査票名】 １－漁業経営体調査票（個人経営体用・団体経営体用） 

【調査対象】 （地域）原則として、海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第

２６７号）第８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 

（単位）漁業経営体 （属性）漁業経営体 （抽出枠）客体名簿（市区町村

が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１５，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）平成２５年１１月１日現在（一部の項目に

ついては、過去１年間（平成２４年１１月１日から平成２５年１０月３１日）

の実績） （系統）農林水産省－都道府県－市区町村－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１０月１５日～平成２５年１１月２０日 

【調査事項】 １．漁業種類、使用漁船、養殖施設その他漁業経営体の経営の状況、２．
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個人の漁業経営体の世帯の状態及び世帯員の漁業就業日数その他の就業状

況 

※ 

【調査票名】 ２－漁業管理組織調査票 

【調査対象】 （地域）原則として、海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第

２６７号）第８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 

（単位）漁業管理組織 （属性）漁業管理組織 （抽出枠）客体名簿（地方

農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局の農林水産センターの

長が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）併用 （把握時）平成２５年１１月１日現在（一部の項目について

は、過去５年間（平成２０年１月１日から平成２４年１２月３１日）の実績） 

（系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－調査員－報

告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、（沖縄

県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査員－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１０月１５日～平成２５年１１月２０日 

【調査事項】 １．漁業管理組織の概要、２．漁業管理の内容 

※ 

【調査票名】 ３－海面漁業地域調査票 

【調査対象】 （地域）原則として、海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第

２６７号）第８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 

（単位）漁業協同組合 （属性）漁業協同組合 （抽出枠）客体名簿（地方

農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局の農林水産センターの

長が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）併用 （把握時）平成２５年１１月１日現在（一部の項目について

は、過去１年間（平成２４年１１月１日から平成２５年１０月３１日）又は

過去５年間（平成２０年１月１日から平成２４年１２月３１日）の実績） 

（系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－調査員－報

告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、（沖縄

県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査員－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１０月１５日～平成２５年１１月２０日 

- 14 -



【調査事項】 １．生産条件、２．活性化の取組 

※ 

【調査票名】 ４－内水面漁業経営体調査票（個人経営体用・団体経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）漁業経営体 （属性）１．内水面漁業に係る漁業

経営体のうち共同漁業権の存する天然の湖沼その他の湖沼で農林水産大臣

が定めるものにおいて水産動植物の採捕の事業を営む漁業経営体、２．内水

面漁業に係る漁業経営体のうち内水面において養殖の事業を営む漁業経営

体 （抽出枠）客体名簿（地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総

合事務局の農林水産センターの長が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，５００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）併用 （把握時）平成２５年１１月１日現在（一部の項目について

は、過去１年間（平成２４年１１月１日から平成２５年１０月３１日）の実

績） （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－調査

員－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、

（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査

員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１０月１５日～平成２５年１１月２０日 

【調査事項】 １．漁業種類、使用漁船、養殖施設その他漁業経営体の漁業経営の状況、

２．個人の漁業経営体の世帯の状態及び世帯員の就業状況 

※ 

【調査票名】 ５－内水面漁業地域調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）内水面組合 （属性）内水面組合 （抽出枠）客

体名簿（地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局の農林水

産センターの長が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）併用 （把握時）平成２５年１１月１日現在（一部の項目について

は、過去１年間（平成２４年１１月１日から平成２５年１０月３１日）の実

績） （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－調査

員－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、

（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査

員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１０月１５日～平成２５年１１月２０日 

【調査事項】 １．組合員数、２．漁場環境、３．遊漁の状況、４．活性化の取組、５．

その他内水面漁業地域の現況を把握するために必要な事項 
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※ 

【調査票名】 ６－流通加工調査 魚市場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）魚市場 （属性）魚市場 （抽出枠）客体名簿（地

方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局の農林水産センター

の長が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）調査員 （取集）調査員・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年１月１日現在（一部の項目

については、過去１年間（平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日）

の実績） （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－

調査員－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報

告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１２月１５日～平成２６年１月３１日 

【調査事項】 １．魚市場の施設及び取扱高、２．その他魚市場の現況を把握するために

必要な事項 

※ 

【調査票名】 ７－流通加工調査 冷凍・冷蔵、水産加工場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水産加工業並びに冷凍及び冷蔵

施設を営む事業所 （抽出枠）客体名簿（地方農政局、北海道農政事務所及

び内閣府沖縄総合事務局の農林水産センターの長が作成する名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年１月１日現在（一部

の項目については、平成２５年１１月１日現在又は過去１年間（平成２５年

１月１日から平成２５年１２月３１日）の実績） （系統）（地方農政局の

管轄区域） 農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、（北海道） 農林

水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内

閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）

平成２５年１２月１５日～平成２６年１月３１日 

【調査事項】 １．事業内容、２．従業者数、３．その他冷凍・冷蔵、水産加工場の現況

を把握するために必要な事項  
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【調査名】 作物統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

作物統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕

地及び作物の生産に関する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備するこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－耕地面積調査 ２－作付面積調査 ３－作柄概況調査 ４－予想収

穫量調査 ５－収穫量調査 ６－被害応急調査 ７－共済減収調査 

【公 表】 インターネット及び印刷物（各公表の公表予定時期については、おおむね次

のとおり。１．耕地面積調査は、１０月下旬、２．作付面積調査は、作物ごとに

それぞれ６月中旬～翌年の２月上旬の間、３．作柄概況調査は、７月～９月の各

下旬、４．予想収穫量調査は、１０月下旬、５．収穫量調査は作物ごとにそれぞ

れ６月中旬～翌年５月下旬までの間、６．被害応急調査は、原則として四半期ご

と及び天災融資法発動の際、７．共済減収調査は、各作物ごとに調査実施後３か

月以内。） 

※ 

【調査票名】 １－耕地面積調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配

布）職員又は調査員による実測調査 （取集）職員又は調査員による実測調

査 （記入）他計 （把握時）毎年７月１５日現在 （系統）（地方農政局

の管轄区域） 農林水産省－地方農政局、（北海道） 農林水産省－北海道

農政事務所、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セ

ンター 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月上旬～７月下旬 

【調査事項】 １． 耕地の田畑別面積、２．耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積 

※ 

【調査票名】 ２－作付面積調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年

ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） （単位）

圃場、協同組合、事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．農業協同

組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、その他の

関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）７，８２０／２６９２

０（水稲を除く） （配布）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水稲
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以外の作物（郵送・オンライン） （取集）水稲（職員又は調査員による実

測調査）、水稲以外の作物（郵送・オンライン） （記入）併用 （把握時）

作物により、７月１５日、９月１日又は収穫期 （系統）（地方農政局の管

轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北

海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局

－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）（水稲）７月上旬～７月下旬、（水稲以外の作

物）農林水産省大臣官房統計部長（以下「統計部長」という。）が定める

時期 

【調査事項】 作物の種類別作付面積 

※ 

【調査票名】 ３－作柄概況調査 

【調査対象】 （地域）全国 （７月１５日現在調査については、徳島県、高知県、宮崎

県、鹿児島県及び沖縄県） （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）水稲（職員又は調査員による実測調査） （取

集）水稲（職員又は調査員による実測調査） （記入）他計 （把握時）７

月１５日、８月１５日及びもみ数確定期 （系統）（地方農政局の管轄区域） 

農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事

務所－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年３回 （実施期日）（７月１５日現在調査）７月上旬～７月

中旬、（８月１５日現在調査）８月上旬～８月中旬、（もみ数確定期調査）

統計部長が定める調査期日 

【調査事項】 水稲の時期別の作柄概況 

※ 

【調査票名】 ４－予想収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配

布）水稲（職員又は調査員による実測調査） （取集）水稲（職員又は調査

員による実測調査） （記入）他計 （把握時）毎年１０月１５日現在 （系

統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 

農林水産省－北海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府

沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月上旬～１０月中旬 

【調査事項】 水稲の予想収穫量 

※ 
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【調査票名】 ５－収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年

又は５年ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） 

（単位）圃場、協同組合、事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．

農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、

その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）約９５０００／約１０

０００００ （配布）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水稲以外の

作物（郵送・オンライン（調査客体の一部）） （取集）水稲（職員又は調

査員による実測調査）、水稲以外の作物（郵送・オンライン（調査客体の一

部）） （記入）併用 （把握時）作物ごとの収穫期 （系統）（地方農政局

の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省

－北海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事

務局－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）（水稲）水稲の収穫期、（水稲以外の作物）調

査票の提出予定時期については、統計部長が定める時期 

【調査事項】 作物の種類別収穫量（水稲にあってはその災害種類別の被害量、果樹及び

野菜にあっては出荷量を含む。花きにあっては出荷量に限る。） 

※ 

【調査票名】 ６－被害応急調査 

【調査対象】 （地域）作物について重大な被害が発生したと認められる地域 （単位）

圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）職員による実測調査 （取集）職員による実

測調査 （記入）他計 （把握時）農作物に重大な被害が発生したとき （系

統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 

農林水産省－北海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府

沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）作物について重大な被害が発生したと認めら

れる場合、速やかに行う。 

【調査事項】 災害等を受けた作物の災害種類別作付面積及び被害量 

※ 

【調査票名】 ７－共済減収調査 

【調査対象】 （地域）農作物、畑作物及び果樹共済事業を実施する都道府県のうち、当

該作物ごとに統計部長が定める都道府県 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）職員又は調査員による実測調査 （取集）

職員又は調査員による実測調査 （記入）他計 （把握時）作物ごとの収穫
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期、又は暴風雨が発生したとき （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林

水産省－地方農政局－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所

－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セン

ター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）原則として収穫期に行う。ただし、品目によ

っては、暴風雨が発生した場合、速やかに行う。 

【調査事項】 作物の種類別共済基準減収量及び当該基準減収量に係る作付面積  
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【調査名】 海面漁業生産統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

海面漁業生産統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、海面

漁業（注１）の生産に関する実態を明らかにし、水産行政の基礎資料を整備する

ことを目的とする。 （注１）「海面漁業」とは、海面（浜名湖、中海、加茂湖、

サロマ湖、風蓮湖及び厚岸湖を含む。以下同じ。）における水産動植物の採捕又

は養殖の事業をいう。 

【調査の構成】 １－稼動量調査票 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経

営体用、一括調査用） ３－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁

業経営体用、一括調査用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の４月３０日、詳細：逐次） 

※ 

【調査票名】 １－稼動量調査票 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第

８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、

事業所 （属性）海面漁業経営体 （抽出枠）稼働量調査客体名簿 （海面

漁業経営体のうち、かつお・まぐろ類に係る漁業種類のうち、漁獲成績報告

書等が活用できない漁業種類について調査実施年の前々年に営み、かつお・

まぐろ類の漁獲があったもの） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７６０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）毎年１月１日～１２月３１日 （系統）（地方農政局

の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－（統計調査員）－報告者、（北海

道） 農林水産省－北海道農政事務所－（統計調査員）－報告者、（沖縄県） 

農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－（統計調査員）－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．海面漁業経営体の氏名又は名称、住所並びに使用した漁船名及びトン

数、２．漁業種類別の出漁日数、３．その他前１．及び２．に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用、一括調査用） 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第

８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、

事業所、組合 （属性）海面漁業経営体及び水揚機関 （抽出枠）前年の調

査結果から作成された海面漁業漁獲統計調査の水揚機関名簿及び水揚機関
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で把握できない漁業経営体等名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，９３０ （配布）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （取集）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１

月１日～１２月３１日 （ただし、かつお・まぐろ類については、半年毎（１

月１日～６月３０日、７月１日～１２月３１日）に調査を行う。） （系統）

（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－（統計調査員）－報

告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－（統計調査員）－報告

者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－

（統計調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （ただし、かつお・まぐろ類は半年） （実施期日）毎年

１月１日～３月３１日（ただし、半年毎に行うものにあっては、毎年１月

１日～３月３１日及び７月１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．（水揚機関用・漁業経営体用） 漁業種類別及び生産物種類別の生産

量、２．（一括調査用） 漁業種類・規模別の漁労体数、１漁労体当たり平

均出漁日数、１漁労体当たり平均漁獲量 

※ 

【調査票名】 ３－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用、一括調査用） 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第

８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、

事業所、組合 （属性）海面漁業経営体及び水揚機関 （抽出枠）前年の調

査結果から作成された海面養殖業収獲統計調査の水揚機関名簿及び水揚機

関で把握できない養殖業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７７０ （配布）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （取集）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１

月１日～１２月３１日 （ただし、のり類及びかき類については、半年毎（１

月１日～６月３０日、７月１日～１２月３１日）に調査を行う。） （系統）

（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－（統計調査員）－報

告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－（統計調査員）－報告

者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－

（統計調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （ただし、のり類及びかき類は半年） （実施期日）毎年

１月１日～３月３１日（ただし、半年毎に行うものにあっては、毎年１月

１日～３月３１日及び７月１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．（水揚機関用・漁業経営体用） 水揚機関名・漁業経営体名、養殖魚
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種別収獲量、年間種苗販売量、年間投餌量、２．（一括調査用） 養殖魚種

名、養殖方法名、総施設面積、１施設当たり平均面積、１施設当たり平均収

獲量 
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【調査名】 木材統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

木材統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、素材生産並び

に木材製品の生産及び出荷等に関する実態を明らかにし、林業行政の基礎資料を

整備することを目的とする。 

【調査の構成】 １－基礎調査票 ２－製材月別調査票 ３－合単板月別調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：［基礎調査票］調査実施年の翌年４月２０

日、［製材月別調査票及び合単板月別調査票］調査実施月の翌月の２５日、詳細：

逐次） 

※ 

【調査票名】 １－基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（以下「産業

分類」という。）に掲げる中分類「木材・木製品製造業（家具を除く）」のう

ち、「一般製材業」、「単板（ベニヤ）製造業」、「木材チップ製造業」及び「合

板製造業」に属する事業所 （ただし、「一般製材業」に属する事業所は、

出力数７．５ｋＷ以上の製材用動力を有する事業所） （抽出枠）産業分類

に掲げる中分類「一般製材業」、「単板（ベニヤ）製造業」、「木材チップ製造

業」及び「合板製造業」に属する事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，９００／８，５００ （配布）郵送・

調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）併用 （把

握時）毎年１２月３１日現在 （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水

産省－地方農政局－調査員－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政

事務所－調査員－報告者、（沖縄県） 農林水産省－内閣府沖縄総合事務局

－農林水産センター－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）配布：毎年１月上旬、回収：毎年１月１１日

～２月９日 

【調査事項】 １．製材工場等の名称・所在地及び代表者の氏名、２．製材に用いる動力

の出力数、３．従業者数、素材の入荷量（転売量を含む。以下同じ。）、消費

量及び在庫量、４．製材品の出荷量及び在庫量、５．木材チップの生産量及

び在庫量、６．合板の生産量及び在庫量 

※ 

【調査票名】 ２－製材月別調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）産業分類に掲げる中分類「木材・

木製品製造業（家具を除く）」のうち、「一般製材業」に属する事業所かつ出
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力数７．５ｋＷ以上の製材用動力を有する事業所 （抽出枠）産業分類に掲

げる中分類「一般製材業」に属する事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／６，７００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）

毎月末日現在 （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政

局－報告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 

農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）配布：毎年１月上旬、回収：調査実施月の翌

月１６日 

【調査事項】 １．製材に用いる動力の出力数、２．素材の入荷量、消費量及び在庫量、

３．製材品の生産量、出荷量及び在庫量、４．製材用素材の消費見込量その

他製材についての実態をは握するために必要な事項 

※ 

【調査票名】 ３－合単板月別調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）産業分類に掲げる中分類「木材・

木製品製造業（家具を除く）」のうち、「単板（ベニヤ）製造業」及び「合板

製造業」に属する事業所 （抽出枠）産業分類に掲げる中分類「単板（ベニ

ヤ）製造業」又は「合板製造業」に属する事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７０／２００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎月末

日現在 （系統）（地方農政局の管轄区域） 農林水産省－地方農政局－報

告者、（北海道） 農林水産省－北海道農政事務所－報告者、（沖縄県） 農

林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）配布：毎年１月上旬、回収：調査実施月の翌

月１６日 

【調査事項】 １．素材の入荷量、消費量及び在庫量、２．合板の入荷量、生産量、出荷

量、消費量及び在庫量、３．その他合板についての実態をは握するために必

要な事項  
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【調査名】 牛乳乳製品統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 牛乳及び乳製品の生産、出荷及び在庫等に関する実態を明らかにし、畜産行

政の基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 昭和２５年に畜産物調査（指定統計第３３号）として、牛乳及び鶏卵の生産

量調査を開始、昭和２８年から飲用牛乳及び乳製品を対象に加えた。昭和４６年

に鶏卵及び集乳所を対象から除外するとともに、現在の名称に変更した。昭和５

７年に牛乳処理場の基準を３０トンから３００トンに変更するとともに、調査項

目にクリーム等を追加し、加糖粉乳等を廃止した。平成１４年に基礎調査を職員

による調査から統計調査員又は職員による調査方法に、月別調査の調査票様式を

ＯＣＲ対応にする等の変更を行った。平成１６年に「乳及び乳製品の成分規格等

に関する省令」（昭和２６年厚生省令第５２号）の改正に伴い、牛乳、加工乳の

定義の変更（業務用（製菓・加工原料用）の追加、成分調整牛乳の新設等）を行

った。また、平成１８年には、１．調査の範囲及び対象の変更（牛乳処理場、乳

製品工場を管理する本社を新たに調査対象に追加、下限基準の整理による月別調

査対象工場数の削減）、２．調査方法の変更（郵送調査の導入），３．調査票の整

理（３票の月別調査票の一枚化、乳製品の月末在庫量把握のための月別調査票（本

社用）の新設）、４．調査事項の変更（送受乳量に係る生産者・集乳所別、市町

村別欄等の削除、乳製品在庫量の追加等）など大幅な改正を行った。 

【調査の構成】 １－月別調査票（本社用） ２－基礎調査票 ３－月別調査票（牛乳処

理場・乳製品工場用） 

【公 表】 〔基礎調査〕全国結果表の概要（調査の翌年３月２０日までに）、〔月別調査〕

結果の公表（調査月翌月の２５日までに） 

※ 

【調査票名】 １－月別調査票（本社用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる細分

類０９１３－処理牛乳・乳飲料製造業及び０９１４－乳製品製造業（処理牛

乳、乳飲料を除く。）に属する事業所のうち牛乳処理場及び乳製品工場（農

林水産大臣が告示で定める規模に満たないものを除く。）を管理する本店又

は主たる事務所 （抽出枠）牛乳乳製品調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５／１５ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）農

林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 乳製品の月末在庫量 
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※ 

【調査票名】 ２－基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる細分

類０９１３－処理牛乳・乳飲料製造業及び０９１４－乳製品製造業（処理牛

乳、乳飲料を除く。）に属する事業所のうち牛乳処理場及び乳製品工場（農

林水産大臣が告示で定める規模に満たないものを除く。） （抽出枠）牛乳

乳製品調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６９９ （配布）郵送・調査員・オンライン （取

集）郵送・調査員・オンライン （記入）併用 （把握時）毎年１２月３１

日現在 （系統）農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月 

【調査事項】 １．経営組織、２．常用従業者数、３．生乳の送受乳量及び生乳の処理内

訳、４．牛乳等の生産量及び出荷状況、５．飲用牛乳等の容器容量別生産量、

６．生産能力、７．乳製品の生産量及び年末在庫量 

※ 

【調査票名】 ３－月別調査票（牛乳処理場・乳製品工場用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる細分

類０９１３－処理牛乳・乳飲料製造業及び０９１４－乳製品製造業（処理牛

乳、乳飲料を除く。）に属する事業所のうち牛乳処理場及び乳製品工場（農

林水産大臣が告示で定める規模に満たないものを除く。） （抽出枠）牛乳

乳製品調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４２９ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）農

林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．生乳の送受乳量及び繰越、繰入量、２．生乳の処理量、３．牛乳等の

生産量、４．飲用牛乳等の都道府県別出荷量、５．乳製品の生産量及び月末

在庫量 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 民間企業の勤務条件制度等調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２日 

【実施機関】 人事院職員福祉局職員福祉課 

【目 的】 本調査は、民間企業における労働時間、休業・休暇、福利厚生、退職管理及

び災害補償法定外給付等の諸制度を調査し、公務員の勤務条件検討のための基礎

資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４６年に開始され、以後毎年実施されている。旧統計法（昭

和２２年法律第１８号）下では「届出統計調査」として扱われてきたが、全部改

正された新統計法（平成１９年法律第５３号）により、一般統計調査として扱わ

れることになった。なお、人事院では、民間企業退職金実態調査を昭和３６年度

からおおむね５～６年ごとに民間企業の退職金に関して実施してきたが、平成１

８年調査は「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針」（平成１８年４月２

８日閣議決定）において、人事院が諸外国の公務員年金や、民間の企業年金及び

退職金について調査を実施することとされたことを受け、「民間企業退職給付（企

業年金・退職一時金等）調査」として実施したところであるが、当該調査の平成

２３年調査の実施に当たっては、報告者負担の軽減及び調査の効率的実施の観点

から、本調査において退職給付制度等に関する事項として実施した。 

【調査の構成】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【公 表】 プレス、インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年９月末予定） 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

のうち、「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事

業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、常勤の従業者数５０

人以上の民営企業 （抽出枠）職種別民間給与実態調査対象企業名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，３６３／４２，９０４ （配布）郵

送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）平成２７年１０

月１日現在 （系統）人事院－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～同年１１月２０日 

【調査事項】  １．基本属性（１）企業全体の常勤従業員数、（２）主な事業内容、２．

従業員の労働時間の管理方法（１）出退勤時間の把握方法、（２）実労働時
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間の把握方法、３．社宅の状況等（１）社宅の保有の有無、転勤の有無等、

（２）社宅の保有割合、使用料等、４．業務災害及び通勤災害に対する法定

外給付制度、５．従業員の退職管理等の状況（１）定年制の状況、（２）定

年制の今後の変更予定、（３）継続雇用制度の状況、（４）退職給付制度の状

況 
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【調査名】 能力開発基本調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月８日 

【実施機関】 厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室 

【目 的】 本調査は、我が国の企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・正

社員以外別に明らかにし、職業能力開発行政に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－能力開発基本調査（企業票） ２－能力開発基本調査（事業所票） 

３－能力開発基本調査（個人票） 

【公 表】 インターネット（厚生労働省 HP及び e-Stat）及び印刷物（調査実施年翌年の

３月） 

※ 

【調査票名】 １－能力開発基本調査（企業票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、福島原発事故により設定された「避難指示区域」

に該当する市町村を除く。） （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に

掲げる次の大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営企業。

「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃

貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生

活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービ

ス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、

「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出枠）

事業所母集団データベース（平成２５年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，２００／１４４，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１

日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実施

前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見込） 

（系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月１日～１２月８日 

【調査事項】 １．企業の概要 （１）企業全体の常用労働者数、２．ＯＦＦ－ＪＴ及び

自己啓発支援に支出した費用 （１）ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援の支出

状況、（２）ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援に支出した費用、３．能力開発

の考え方、４．能力開発の実績・見込み、５．事業内職業能力開発計画及び

職業能力開発推進者 （１）事業内職業能力開発計画の作成状況、（２）事

業内職業能力開発計画の作成方法、（３）職業能力開発推進者の選任状況、（４）

職業能力開発推進者の選任方法、６．教育訓練休暇制度及び教育訓練短時間

勤務制度の導入状況 （１）教育訓練休暇制度の導入状況・導入予定、（２）

教育訓練短時間勤務制度の導入状況・導入予定、（３）教育訓練休暇制度又
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は教育訓練短時間勤務制度を導入する予定がない場合のその理由 

※ 

【調査票名】 ２－能力開発基本調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、福島原発事故により設定された「避難指示区域」

に該当する市町村を除く。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類

に掲げる次の大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業

所。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物

品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、

「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サ

ービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事

業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出

枠）事業所母集団データベース（平成２５年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／２１７，０００ （配布）

郵送 （取集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月

１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実

施前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見

込） （系統）配布：厚生労働省－民間事業者－報告者、回収：報告者－（調

査員）－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月１日～１２月８日 

【調査事項】 １．事業所の概要 （１）企業全体の常用労働者数、（２）事業所の常用

労働者数、（３）事業所の離職者数、２．教育訓練の実施に関する事項 （１）

ＯＦＦ－ＪＴの実施状況、（２）実施したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種

類、（３）実施したＯＦＦ－ＪＴの内容、（４）計画的なＯＪＴの実施状況、

３．人材育成 （１）人材育成に関する問題点、４．労働者のキャリア形成

支援 （１）キャリア・コンサルティングを行うしくみの導入状況、（２）

キャリアに関する相談を行っている時期、（３）キャリアに関する相談を行

っている目的、（４）キャリア・コンサルティングを行ううえでの問題点、（５）

キャリア・コンサルタントの導入状況、（６）キャリア・コンサルティング

を行っていない場合のその理由、（７）ジョブ・カード制度の認知状況、（８）

労働者に対する自己啓発への支援の内容、５．労働者の職業能力評価 （１）

職業能力評価の実施状況、（２）職業能力評価における検定・資格の利用状

況、（３）検定・資格を受検する労働者に対する費用補助の状況、（４）職業

能力評価の活用状況、（５）職業能力評価の取組における問題点、６．技能

検定 （１）技能検定の認知状況、（２）技能検定の利点、（３）技能検定の

問題点、７．技能の継承 （１）技能継承の取組状況 
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※ 

【調査票名】 ３－能力開発基本調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、福島原発事故により設定された「避難指示区域」

に該当する市町村を除く。） （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に

掲げる次の大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所

に雇用されている常用労働者。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・

水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連

サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，

福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国

公務を除く。）」 （抽出枠）事業所を第１次抽出単位、その事業所に雇用さ

れている労働者を第２次抽出単位とし、事業所は事業所調査の調査対象事業

所とし、労働者は雇用形態を層とする層化二段無作為抽出により選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８，２００／１９，８２１，０００ （配

布）調査員 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１

０月１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調

査実施前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度

の見込） （系統）配布：厚生労働省－民間事業者－調査員－調査対象事業

所－報告者、回収：報告者－（調査員）－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月１５日～１２月２２日 

【調査事項】 １．労働者の属性 （１）性別、（２）年齢、（３）就業状態、（４）最終

学歴、（５）雇用形態、（６）勤続年数、（７）業務、（８）役職、（９）１週

間の就業時間、２．会社を通して受講した教育訓練 （１）ＯＦＦ－ＪＴの

受講状況、（２）受講したＯＦＦ－ＪＴの延べ受講時間、（３）受講したＯＦ

Ｆ－ＪＴの業務における役立ち度、３．自己啓発 （１）自己啓発の実施状

況、（２）自己啓発の実施内容、（３）自己啓発の実施時間、（４）自己啓発

の自己負担費用、（５）自己啓発の費用補助の状況、（６）自己啓発の費用補

助額、（７）自己啓発を行った理由、（８）自己啓発の業務における役立ち度、

（９）社外で実施する自己啓発に対する職場の協力状況、（１０）自己啓発

の問題点、４．これからの職業生活設計 （１）職業生活設計に対する考え

方、（２）キャリア・コンサルティングの経験の有無、（３）キャリア・コン

サルティングを実施する主な組織・機関、（４）キャリア・コンサルティン

グの役立ち度（５）キャリア・コンサルタントによる相談の利用意向、（６）

教育訓練休暇制度の有無及び利用状況、（７）教育訓練休暇制度の今後の利

用予定 
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【調査名】 畜産物流通調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月１１日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 本調査は、畜産物のと畜頭数、流通量等を把握し、畜産物に関する生産及び

出荷の調整、価格安定対策等に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－と畜場統計調査票（日別） ２－と畜場統計調査票（月別） ３－

鶏卵流通統計調査票 ４－食鳥流通統計調査票 

【公 表】 と畜場統計調査票（日別）：インターネット（ｅ-Stat）（原則、調査が行われ

た日の当日）、と畜場統計調査票（月別）：印刷物及びインターネット（ｅ-Stat）

（月報：調査実施月の下旬、年報：調査実施年の翌年３月末）、鶏卵流通統計調

査票：印刷物及びインターネット（ｅ-Stat）（概要：調査実施年の３月上旬、詳

細：調査実施年の翌年３月末）、食鳥流通統計調査票：印刷物及びインターネッ

ト（ｅ-Stat）（概要：調査実施年の５月下旬、詳細：調査実施年の翌年３月末） 

※ 

【調査票名】 １－と畜場統計調査票（日別） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）と畜場、地方公共団体 （属性）【１．又は２．

のいずれか】１．と畜場法に基づきと畜検査を行う都道府県及び地域保健法

の規定に基づく政令で定める市、２．都道府県等の知事又は市長の許可を受

けて設置されたと畜場 （抽出枠）前年の畜産物流通調査（と畜場統計調査

（月別））の結果より作成した「と畜場別肉畜処理実績一覧表」 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５１／２６４ （配布）オンライン・電話 

（取集）オンライン・電話・ファックス （記入）併用 （把握時）と畜作

業が行われた日 （系統）農林水産省－報告者、農林水産省－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）と畜作業が行われた日 （実施期日）原則としてと畜作業が行

われた日の当日 

【調査事項】 豚及び成牛のと畜頭数。なお、成牛については、畜種（和牛、乳牛、交雑

牛及びその他の牛）別、性（めす及び去勢）別に把握を行う。 

※ 

【調査票名】 ２－と畜場統計調査票（月別） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）と畜場、地方公共団体 （属性）【１．又は２．

のいずれか】１．と畜場法に基づきと畜検査を行う都道府県及び地域保健法

の規定に基づく政令で定める市、２．都道府県等の知事又は市長の許可を受

けて設置されたと畜場 （抽出枠）前年の本調査の結果により作成した「と

畜場別肉畜処理実績一覧表」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４９ （配布）調査員・郵送 （取集）調査
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員・郵送・オンライン・ファックス （記入）併用 （把握時）調査実施月

の前月１か月間 （系統）農林水産省－地方農政局等－報告者、農林水産省

－地方農政局等－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の上旬 

【調査事項】 １．豚、牛（成牛・子牛別）及び馬のと畜頭数（なお、成牛については、

畜種（和牛、乳牛、交雑牛及びその他の牛）別、性（めす、去勢及びおす）

別に把握を行う。ただし、本調査対象のうち、と畜場統計調査（日別）の対

象とされたと畜場については、と畜場統計調査（月別）の報告事項のうち、

と畜場統計調査（日別）で把握している事項の再報告は求めない。）２．子

牛及び馬の枝肉重量（都道府県別にと畜頭数を上位順に並べ、全国のと畜頭

数に占める割合が５割を占める都道府県を選定の上、選定された都道府県に

おいて、調査協力が得られると畜場についてのみ把握する。） 

※ 

【調査票名】 ３－鶏卵流通統計調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所等 （属性）鶏卵集出荷機関（集出荷団体、

集出荷業者、直接出荷する生産経営体等） （抽出枠）前年の本調査の結果

及び関係機関から収集した情報により作成した「鶏卵集出荷機関一覧表」 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３１５／２，０６５ （配布）調査員・郵

送 （取集）調査員・郵送・オンライン・ファックス （記入）併用 （把

握時）調査実施年の前年の１年間（１月１日～１２月３１日） （系統）農

林水産省－地方農政局等－報告者、農林水産省－地方農政局等－調査員－報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の前年の１２月上旬～調査実施年

の１月末 

【調査事項】 １．集出荷団体及び集出荷業者における県内から集荷した鶏卵の集荷量、

２．直接出荷する生産経営体における鶏卵の出荷量 

※ 

【調査票名】 ４－食鳥流通統計調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）処理場 （属性）食鳥処理場 （抽出枠）厚生労

働省が毎年公表している「食鳥処理場名簿（食鳥検査対象施設）」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４５ （配布）調査員・郵送 （取集）調査

員・郵送・オンライン・ファックス （記入）併用 （把握時）調査実施年

の前年の１年間（１月１日～１２月３１日） （系統）農林水産省－地方農

政局等－報告者、農林水産省－地方農政局等－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の２月上旬～３月中旬 

【調査事項】 肉用若鶏、その他の肉用鶏及び廃鶏の処理量（生体の羽数及び重量）  
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【調査名】 企業行動に関するアンケート調査（試験調査）（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月１６日 

【実施機関】 内閣府 経済社会総合研究所 景気統計部 

【目 的】 企業行動に関するアンケート調査を、グローバル化が進展した我が国企業の

行動をより的確に把握できるものに改善するため、同アンケート調査の改定に向

けた検討材料を得ることを目的として、国内外の事業展開、為替レート及び雇用

者数について調査を実施する。 

【調査の構成】 １－企業行動に関するアンケート調査（試験調査）調査票 

【公 表】 調査研究資料の一部として、印刷物及びインターネット（内閣府ＨＰ）で公

表予定。 

※ 

【調査票名】 １－企業行動に関するアンケート調査（試験調査）調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京、名古屋の証券取引所第一部

及び第二部上場企業 （抽出枠）上場企業名簿（会社四季報、東洋経済新報

社発行）に基づく東京、名古屋の証券取引所第一部及び第二部上場企業の内、

資本金１００億円以上の企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８００／２，５００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１０月 （系統）内閣府－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１０月～同年１１月 

【調査事項】 １．為替レート、２．雇用者数、３．国内外の事業展開  
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【調査名】 労働安全衛生調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月１６日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 

【目 的】 （労働安全衛生調査）本調査は、労働安全衛生法第６条に基づき、労働災害

防止計画の重点施策を策定するための基礎資料及び労働安全衛生行政運営の推

進に資することを目的とする。（実態調査）本調査は、労働者を取り巻く環境の

著しい変化が災害発生の要因として大きく影響していると考えられる状況にお

いて、労働災害や職業性疾病等を防止し、快適な職場環境の形成を促進するため、

危険有害業務等の労働者を取り巻く職場環境の変化の実態及びその労働者への

影響を的確に把握し、労働災害防止対策等の適切な労働安全衛生上の対策を講じ

ることが強く期待されている。平成２７年に実施する実態調査においては、事業

所が行っている安全衛生管理、労働災害防止活動及び安全衛生教育の実施状況等

の実態並びにそこで働く労働者の安全衛生教育や受動喫煙等の実施について把

握し、今後の労働安全衛生行政を推進するための基礎資料とすることを目的とす

るものである。 

【調査の構成】 １－労働安全衛生調査（実態調査）（事業所票） ２－労働安全衛生調査

（実態調査）（個人票） 

【公 表】 インターネット（厚生労働省ホームページ、e-Stat）及び印刷物（概況：平

成２８年９月、調査結果報告書：平成２９年３月） 

※ 

【調査票名】 １－労働安全衛生調査（実態調査）（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による「農業，

林業」（林業に限る）、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０人以上を雇用す

る民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２５年次フレー

ム）により作成された事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４，０００／９９０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）原則、平成２７年１０月３

１日現在（一部の事項：過去１年間（平成２６年１１月１日～平成２７年１

０月３１日）又は過去３年間（平成２４年１１月１日～平成２７年１０月３

１日）又は平成２７年７月１日が含まれる１か月間を対象とする。 （系統）

厚生労働省－報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１日～１１月２０日 

【調査事項】 １．企業及び事業所に関する事項、２．労働災害に関する事項、３．安全

衛生管理体制に関する事項、４．危険性・有害性の低減に向けた措置（リス

クアセスメント）に関する事項、５．安全衛生教育に関する事項、６．メン

タルヘルス対策に関する事項、７．正社員以外の労働者対策に関する事項、

８．腰痛予防対策に関する事項、９．受動喫煙防止対策に関する事項、１０．

有害業務の有無及び特殊健康診断の実施状況に関する事項、１１．長時間労

働者に対する取組に関する事項、１２．産業保健に関する事項 

※ 

【調査票名】 ２－労働安全衛生調査（実態調査）（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類による「農業，

林業」（林業に限る）、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０人以上を雇用す

る民営事業所で雇用されている常用労働者及び受け入れた派遣労働者（以下

「派遣労働者」という。） （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２

５年次フレーム）により作成された事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９，０００／３７，３００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）原則、平成２７年１０

月３１日現在（一部の事項：過去１年間（平成２６年１１月１日～平成２７

年１０月３１日）又は過去３年間（平成２４年１１月１日～平成２７年１０

月３１日）又は平成２７年７月１日が含まれる１か月間を対象とする。 （系

統）厚生労働省－調査対象事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１日～１１月２０日 

【調査事項】 １．労働者の属性等、２．安全衛生意識に関する事項、３．有害業務への

従事の有無及び特殊健康診断の受診状況に関する事項、４．ヒヤリ・ハット

体験に関する事項、５．仕事や職業生活における不安やストレスに関する事

項、６．喫煙に関する事項  
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【調査名】 航空旅客動態調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月１８日 

【実施機関】 国土交通省航空局航空ネットワーク部空港施設課 

【目 的】 本調査は、国内航空旅客の流動パターン、旅行目的、個人属性等の基礎的調

査を行うとともに、空港のアクセス・イグレスの実態、航空運賃の実態等の基礎

的データについての調査を行うことにより、国内線航空旅客の流動特性を把握し、

今後の空港整備のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－航空旅客動態調査票 

【公 表】 インターネット（国土交通省ホームページ及びｅ－Ｓｔａｔ）により公表す

る。（速報：調査翌年の１０月末、確報：調査翌々年１０月末） 

※ 

【調査票名】 １－航空旅客動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）調査当日（調査年の１０月及び１

１月の平日・休日各１日）に国内線定期便及び定時運航する不定期便を利用

する旅客 （抽出枠）調査年の１０月及び１１月に国土交通省が設定する調

査日（平日・休日各１日）に国内線定期便及び定時運航する不定期便を利用

する旅客を対象とする。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５６０，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査年の１０月及び１１月に国土交通省が

設定する調査日（平日・休日各１日） （系統）国土交通省－民間事業者（請

負業者）－航空会社－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の１０月及び１１月に国土交通省が

設定する調査日（平日・休日各１日） 

【調査事項】 １．出発空港・出発地、２．出発空港までのアクセス交通機関・所要時間・

交通費、３．空港到着時間、４．航空券・座席の種類、５．航空乗り継ぎ経

路、６．到着空港・目的地、７．到着空港からのイグレス交通機関、８．旅

行目的・旅行日数・国際線利用の有無、９．往復利用の有無、１０．駐車場

利用の有無、１１．同伴者・見送り者数、１２．性別・年齢・職業・年収・

現住所・国籍 
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【調査名】 環境にやさしい企業行動調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年９月２５日 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 事業者における環境配慮の取組を促進することは今日の環境問題を解決し、

持続可能な経済社会を構築していく上で重要である。また、こうした取組を促進

するための効果的かつ効率的な施策を展開するためには、事業者における環境配

慮の取組状況を把握することが必要不可欠である。本調査は、我が国事業者の環

境配慮の取組等について調査を実施し、これらの動向を把握し、事業者における

環境配慮の取組を促進する施策を展開するための基礎資料を得ることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－環境にやさしい企業行動調査調査票（調査票Ｂ） 

【公 表】 環境省ホームページ、ｅ－ｓｔａｔ等 （平成２８年５月） 

※ 

【調査票名】 １－環境にやさしい企業行動調査調査票（調査票Ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）株式会社帝国データバンク 「Ｃ

ＯＳＭＯＳ２（企業概要データベース）」に登録された全業種の事業者のう

ち、従業員数３００人以上で、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の１部

若しくは２部の上場企業又は従業員５００人以上の非上場企業及び団体 

（抽出枠）株式会社帝国データバンク 「ＣＯＳＭＯＳ２（企業概要データ

ベース）」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年度 （系

統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年１０月末～１２月末 

【調査事項】 １．調査対象事業者の概要、２．環境配慮経営の進捗状況等、３．環境マ

ネジメントシステムの構築・運用、４．取引先との関係、５．環境負荷デー

タの把握状況と目標の設定、６．環境に関する情報開示等、７．環境ビジネ

ス、８．地球温暖化防止対策、９．環境会計、１０．環境保全コスト  
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○一般統計調査の中止 

【調査名】 福祉事務所現況調査（平成２７年通知） 

【通知年月日】 平成２７年９月１６日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局総務課 

【目 的】 本調査は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に基づき設置されている

福祉に関する事務所（以下「福祉事務所」という。）について、その組織及び活

動の現況を把握することにより、福祉事務所の運営指導等に関する基礎資料を得

ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法（昭和２２年法律第１８号）に基づく届出統計調査とし

て昭和２６年から平成１６年まで毎年実施していたが、平成１７年以降は調査を

休止していた。その後、平成２１年に統計法（平成１９年法律第５３号）第１９

条第１項の規定に基づく総務大臣の承認を受け、本調査を実施することとなった。 

【調査の構成】 １－福祉事務所現況調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査年翌年３月下旬） 

【備 考】 本調査については、今後の調査内容や頻度について再検討を行うため、当面

の間、中止するものである。 

※ 

【調査票名】 １－福祉事務所現況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）福祉事務所 （属性）社会福祉法第１４条に定め

る福祉に関する事務所及び同法附則第７項の経過規定に定める組織 （抽出

枠）福祉事務所符号一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２４４ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の１０月１日 （系

統）厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月第３月曜日～１２月第１金曜日 

【調査事項】 ①福祉事務所符号番号、②福祉事務所名、③所在地、④電話番号、⑤管内

の状況、⑥所管区域、⑦支所数、⑧家庭児童相談室の設置状況、⑨特殊勤務

手当の支給状況、⑩保健所・保健センタ－との関係、⑪職種別職員数等、⑫

生保担当査察指導員の経験年数、⑬生保担当現業員の経験年数、⑭福祉六法

以外の福祉関係業務の所掌状況、⑮生保上における外部委託の状況、⑯他の

協議会等との連絡調整状況、⑰成年後見制度利用支援事業の利用状況、⑱就

労支援の実績、⑲福祉専門職（相談援助職）の採用について 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 ならの患者体験調査・医療機関調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１日 

【実施機関】 奈良県医療政策部保健予防課 

【目 的】 平成２５年３月に第２期がん対策推進計画を策定し、平成２７年度は中間評

価を実施する年度となっている。このため、本調査は、奈良県内医療機関を受診

している患者及びがん診療を行っている医療機関・診療所に調査を行い、計画の

進捗評価の基礎資料を得ることを目的とする。また、調査結果については、医療

機関及び県民へ公表する。 

【調査の構成】 １ーならの患者体験調査票 ２ーならの在宅療養に関する診療所調査票 

３ーならのがんリハビリテーションに関するアンケート調査票 ４ーなら

のがん診療に関する拠点・支援病院調査票 

※ 

【調査票名】 １ーならの患者体験調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）医療機関 （属性）奈良県内に所在する医

療機関 （抽出枠）がん診断を行っている４４医療機関に入院、通院中の患

者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／４０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年９月中 （系統）

奈良県－民間事業者－医療機関－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１日～同年１０月９日 

【調査事項】 １．対象者の性別、診断時期等、２．対象者の治療状態、３．医療機関で

受けた診断や治療について、４．地域連携について、５．今後の治療・療養

について、６．相談支援・情報提供について、７．治療と就労について、８．

全般的なことについて 

※ 

【調査票名】 ２ーならの在宅療養に関する診療所調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）医療機関 （属性）奈良県内に所在する医

療機関 （抽出枠）がん診療を標榜している診療所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８９／１，２００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年９月中 （系統）奈良県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１日～同年１０月９日 

【調査事項】 １．在宅ケア診療等の状態、２．病診連携について、３．在宅医療につい

て 

- 41 -



※ 

【調査票名】 ３ーならのがんリハビリテーションに関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）医療機関 （属性）奈良県内に所在する医

療機関 （抽出枠）県内全病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２７年９月中 （系統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１日～同年１０月９日 

【調査事項】 １．リハビリテーションの状態、２．がんリハビリテーションの実施件数、

３．がんリハビリテーションに関する研修会の実績及び予定 

※ 

【調査票名】 ４ーならのがん診療に関する拠点・支援病院調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）医療機関 （属性）奈良県内に所在する医

療機関 （抽出枠）県内のがん診療連携拠点病院機能及び奈良県地域がん診

療連携支援病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２７年９月中 （系統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１日～同年１０月９日 

【調査事項】 １．学療法チーム医療としての抗がん剤ばく露対策の整備状況について、

２．短期術後成績について  
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【調査名】 鳥取県正規・非正規雇用実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１日 

【実施機関】 鳥取県商工労働部雇用人材局就業支援課 

【目 的】 本調査は、鳥取県内企業の正規職員採用に対する考え方、業種ごとの正規雇

用の増減動向やその原因を分析し、正規雇用一万人チャレンジ計画策定（分野別

の正規雇用目標、施策等）の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－鳥取県正規・非正規雇用実態調査 （事業所調査票） 

※ 

【調査票名】 １－鳥取県正規・非正規雇用実態調査 （事業所調査票） 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）鳥取県内に所在する従業

員を５人以上雇用する事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス－活動調

査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／６，０６９ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年８月１日 （系統）鳥

取県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年８月２８日～同年９月１１

日 

【調査事項】 １．業況感、２．従業員数、採用状況・採用者募集ルート、３．従業員の

定着、育成、４．非正規社員の活用、正規社員への転換  

- 43 -



【調査名】 短大・専門学校生の生活習慣に関する実態，意識調査（平成２７年

届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１日 

【実施機関】 福岡市中央区役所保健福祉センター健康課 

【目 的】 本調査は、「健康日本２１福岡市計画」の福岡市中央区における重点的取り組

みである「アラウンド２０！健活サポート事業（若い世代の健康づくり応援事業）」

の実施のための施策検討の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－短大・専門学校生の生活習慣に関する実態，意識調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－短大・専門学校生の生活習慣に関する実態，意識調査調査票 

【調査対象】 （地域）福岡市中央区管内 （単位）個人 （属性）短期大学及び専門学

校の学生 （抽出枠）福岡市中央区にある短期大学及び専門学校の学生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／５，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１０月１日現在 （系統）

福岡市中央区－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１０月１５日～同年１１月

２０日 

【調査事項】 短大・専門学校生の生活習慣の実態に関すること  
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【調査名】 学校給食実施状況等調査附帯調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月２日 

【実施機関】 長野県教育委員会事務局保健厚生課 

【目 的】 本調査は、学校給食の実施状況等に関する実態を継続的に把握し、学校にお

ける食育推進のための基礎資料とするとともに、食育推進計画等の目標・指標の

進捗管理、評価のための資料とする。また、食物アレルギー対応状況等を調査す

ることにより、学校における食物アレルギー対応に関する指導の充実を図ること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－学校給食実施状況等調査附帯調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－学校給食実施状況等調査附帯調査 調査票 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）学校 （属性）市町村（学校組合）教育委

員会及び県内の公立小学校、公立中学校、公立学校給食共同調理場、夜間定

時制課程を置く県立高等学校、公立特別支援学校、公立幼稚園 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）（市町村（学校組合）教育委員会）８２、（公立

小学校）３７５、（公立中学校）１９１、（公立学校給食共同調理場）７７、

（夜間定時制課程を置く県立高等学校）１６、（公立特別支援学校）１９、（公

立幼稚園）１１ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）平成２７年５月１日 （系統）長野県教育委員会事務局－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年９月１日～同月２５日 

【調査事項】 １．学校給食実施状況等、２．栄養教諭・学校栄養職員・学校給食調理員

配置状況、３．学校給食業務外部委託状況、４．学校給食費徴収状況、５．

公費負担状況、６．米飯給食実施状況、７．学校給食用食材の放射性物質検

査実施状況、８．調理場別学校給食実施状況（食物アレルギー対応状況等含

む。）  

- 45 -



【調査名】 ぶどう「甲州」の栽培状況調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月３日 

【実施機関】 山梨県農政部果樹食品流通課 

【目 的】 本調査は、山梨県内の醸造用甲州種の栽培実態と農家の意向等を調査し、醸

造用甲州種の圃場の流動化（貸借）の推進や生活振興について検討等を行う基礎

データとすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－ぶどう「甲州」の栽培状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－ぶどう「甲州」の栽培状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （平成２７年度 峡東地域、平成２８年度 峡東地

域以外） （単位）農家 （属性）ぶどう「甲州」を栽培する全農家 （抽

出枠）甲州種を生産・販売している農家、甲州種を生産・販売している可能

性がある農家 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）約３７００ （配布）調査員・郵送 （取集）

調査員・郵送 （記入）自計 （把握時）毎年４月１日 （系統）山梨県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年５月１日～同年８月３１日 

【調査事項】 １．栽培者の年齢、２．甲州種の栽培面積、３．甲州種の醸造用、生食用

の仕向割合、４．甲州種の今後の栽培に関する意向、５．栽培圃場毎の状況

と意向、６．甲州種の栽培開始時期 等  
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【調査名】 これからの図書館サービスのあり方に関するアンケート（平成２７

年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月７日 

【実施機関】 北九州市教育委員会中央図書館庶務課 

【目 的】 本調査は、北九州市在住の市民に対し、図書館サービスに関するアンケート

調査を行い、これからの図書館サービスのあり方についての答申策定のための参

考資料の一つとして活用する目的として実施するものである。 

【調査の構成】 １－「これからの図書館サービスのあり方」に関するアンケート 調査

票 

※ 

【調査票名】 １－「これからの図書館サービスのあり方」に関するアンケート 調査票 

（平成２７年８月１日時点で市内に住民票がある２０歳以上の人） 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）平成２７年８月１日時点

で市内に住民票がある２０歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／８０２，１２８ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点 （系統）

北九州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１０月上旬～同月下旬 

【調査事項】 １．ひと月あたりの読本数、２．調査をするときの方法、３．本や雑誌の

入手方法、４．市立図書館の利用の有無、５．市立図書館の利用回数、６．

市立図書館での平均滞在時間、７．利用している市立図書館、８．市立図書

館の利用用途、９．市立図書館の選択理由、１０．市立図書館までの交通用

具 

※ 

【調査票名】 ２－「これからの図書館サービスのあり方」に関するアンケート 調査票 

（北九州市立図書館の利用者） 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）北九州市立図書館の利用

者 （抽出枠）図書館毎の来館者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４２５／２，７７７，６２２ （配布）職

員 （取集）職員 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点 （系統）北

九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１０月上旬～同月下旬 

【調査事項】 １．ひと月あたりの読本数、２．調査をするときの方法、３．本や雑誌の

入手方法、４．市立図書館の利用の有無、５．市立図書館の利用回数、６．

市立図書館での平均滞在時間、７．利用している市立図書館、８．市立図書

館の利用用途、９．市立図書館の選択理由、１０．市立図書館までの交通用
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具 

※ 

【調査票名】 ３－「これからの図書館サービスのあり方」に関するアンケート 調査票 

（北九州市内の高等学校に在籍する生徒） 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）北九州市内の高等学校に

在籍する生徒 （抽出枠）教育委員会で選定した高等学校の生徒 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８０／２７，１５８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点 （系統）北九州市－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１０月上旬～同月下旬 

【調査事項】 １．ひと月あたりの読本数、２．調査をするときの方法、３．本や雑誌の

入手方法、４．市立図書館の利用の有無、５．市立図書館の利用回数、６．

市立図書館での平均滞在時間、７．利用している市立図書館、８．市立図書

館の利用用途、９．市立図書館の選択理由、１０．市立図書館までの交通用

具  
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【調査名】 食ブランド認知度調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１１日 

【実施機関】 福井県観光営業部ブランド営業課食の國福井グループ 

【目 的】 本調査は、食ブランド化の取組みによって、福井県産食材や福井の食文化が

大都市圏へ周知されたかを測定し、実態を把握すると共に、来年度以降の事業展

開の方向性の一助にするための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－食ブランド認知度調査調査票【首都圏】 ２－食ブランド認知度調

査調査票【中京圏】 ３－食ブランド認知度調査調査票【関西圏】 

※ 

【調査票名】 １－食ブランド認知度調査調査票【首都圏】 

【調査対象】 （地域）首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県） （単位）個人 （属

性）１５歳以上の当該地域居住者 （抽出枠）ネットアンケート企業の登録

者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６５０／５５６７００００ 【内訳】

東京都在住：６１０人（男３０５人、女３０５人）神奈川県在住：４１９人

（男２１０人、女２０９人）埼玉県在住：３３３人（男１６６人、女１６７

人）千葉県在住：２８８人（男１４４人、女１４４人） ただし、母集団の

大きさには中京圏、関西圏を含む。 （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）調査実施日現在 （系統）福井県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１８日～同月下旬 

【調査事項】 １．知っている食ブランド、２．知っている料理・食品 等 

※ 

【調査票名】 ２－食ブランド認知度調査調査票【中京圏】 

【調査対象】 （地域）中京圏（愛知県、岐阜県、三重県） （単位）個人 （属性）１

５歳以上の当該地域居住者 （抽出枠）ネットアンケート企業の登録者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００ ５５６７００００ 【内訳】 愛

知県在住：３２６人（男１６３人、女１６３人） 岐阜県在住：９２人（男

４６人、女４６人） 三重県在住：８２人（男４１人、女４１人） ただし、

母集団の大きさには首都圏、関西圏を含む。 （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施日現在 （系統）福井県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１８日～同月下旬 

【調査事項】 １．知っている食ブランド、２．知っている料理・食品 等 

※ 

【調査票名】 ３－食ブランド認知度調査調査票【関西圏】 
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【調査対象】 （地域）関西圏（大阪府、京都府、兵庫県） （単位）個人 （属性）１

５歳以上の当該地域居住者 （抽出枠）ネットアンケート企業の登録者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８５０ ５５６７００００ 【内訳】大

阪府在住：４４１人（男２２０人、女２２１人） 京都府在住：１３１人（男

６６人、女６５人） 兵庫県在住：２７８人（男１３９人、１３９人） た

だし、母集団の大きさには首都圏、中京圏を含む。 （配布）オンライン （取

集）オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施日現在 （系統）福井

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月１８日～同月下旬 

【調査事項】 １．知っている食ブランド、２．知っている料理・食品 等  
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【調査名】 青森県男女共同参画に関する意識調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１４日 

【実施機関】 青森県環境生活部青少年・男女共同参画課 

【目 的】 本調査は、男女共同参画に関する県民の意識や実態を把握し、次期（第４次）

あおもり男女共同参画プラン２１の策定の基礎資料とするとともに、今後の男女

共同参画社会の実現に向けた施策の参考資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－青森県男女共同参画に関する意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－青森県男女共同参画に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）個人 （属性）青森県内に在住する満２０

歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１，１３１，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１０月２３

日 （系統）配布：青森県－報告者、回収：報告者－青森県 

【周期・期日】 （周期）不定期 （概ね５年） （実施期日）平成２７年１０月２３日

～同年１１月５日 

【調査事項】 １，夫婦の役割分担、２．仕事・家庭生活等の優先度（現実）、３．配偶

者への被害経験の有無と頻度、４．配偶者からの暴力の相談、５．配偶者か

らの暴力の相談をしなかった理由  
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【調査名】 県産食材ニーズ調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１８日 

【実施機関】 山梨県農政部果樹食品流通課 

【目 的】 山梨県産食材の地産地消、地産訪消を促進するため、県産食材の県内におけ

るニーズ調査を行うことにより、県産食材の供給面での課題、実需者の要望、新

たな需要を生み出す品目の発掘などを行う一助とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県産食材ニーズ調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－県産食材ニーズ調査 調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）事業所 （属性）１．レストラン・飲食店、

２．ホテル・旅館、３．食品加工業者、４．学校給食関係者 （抽出枠）委

託機関作成名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）７００／９，９００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年９月中旬 （系

統）山梨県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月中旬～同年１０月２日 

【調査事項】 １．県内で流通が期待される品目（３０品目程度）に係る利用実態、２．

利用する（利用していない）理由、３．仕入れ状況等  
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【調査名】 北九州市の特別支援教育に関する調査（企業向け）（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１８日 

【実施機関】 北九州市教育委員会事務局指導部特別支援教育課 

【目 的】 本調査は、障害のある子どもに対する就労支援の充実に資するため、企業に

対する調査を行い、その結果を踏まえて今後の施策の在り方について考察するこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－北九州市の特別支援教育に関する調査（企業向け）調査票 

※ 

【調査票名】 １－北九州市の特別支援教育に関する調査（企業向け）調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市、京都郡、直方市、中間市及び遠賀郡 （単位）企業 （属

性）調査対象地域に本社のある従業員数５０人以上の企業 （抽出枠）平成

２６年６月１日現在の福岡県内民間企業の障害者雇用状況報告企業一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２７年９月 （系統）北九州市教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年９月 

【調査事項】 １．企業の業種や従業員数、２．障害者雇用の有無等、３．法定雇用率の

達成状況、４．障害者雇用納付金関係助成金制度の活用状況等  
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【調査名】 北九州市の特別支援教育に関する調査（保護者向け）（平成２７年届

出） 

【受理年月日】 平成２７年９月２９日 

【実施機関】 北九州市教育委員会事務局指導部特別支援教育課 

【目 的】 本調査は、障害のある子どもに対する特別支援教育の更なる充実に資するた

め、保護者に対する調査を行い、その結果を踏まえて今後の施策の在り方につい

て考察することを目的とする。 

【調査の構成】 １－北九州市の特別支援教育に関する調査（保護者向け）調査票 

※ 

【調査票名】 １－北九州市の特別支援教育に関する調査（保護者向け）調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市 （単位）個人 （属性）市立特別支援学校、特別支援

学級あるいは通級指導教室に通う児童生徒の保護者 （抽出枠）市立特別支

援学校、特別支援学級あるいは通級指導教室に通う児童生徒の保護者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０００ （配布）その他（学校） （取集）

その他（学校） （記入）自計 （把握時）平成２７年１０月 （系統）北

九州市教育委員会－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１０月 

【調査事項】 １．子どもの通学先等の状況、２．特別支援教育に係る相談先機関等  
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○届出統計調査の受理 

（２）変更 

【調査名】 労働条件・労働福祉実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月３日 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政局労働福祉課 

【目 的】 本調査は、愛知県内企業における労働時間などの労働条件や労働者の福利厚

生（ソフト面）に係る制度の導入・利用の実態を明らかにすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－労働条件・労働福祉実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－労働条件・労働福祉実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類のうち

次の産業分類に属し、従業員１０人以上の民営事業所で、愛知県内に本社（本

店）のある事業所及び単独事業所／Ｄ建設業、Ｅ製造業、Ｆ電気・ガス・熱

供給・水道業、Ｇ情報通信業、Ｈ運輸業．郵便業、Ｉ卸売業．小売業、Ｊ金

融業．保険業、Ｋ不動産業．物品賃貸業、Ｍ宿泊業．飲食サービス業、Ｎ生

活関連サービス業．娯楽業、Ｐ医療．福祉（医療業のみ）、Ｑ複合サービス

事業、Ｒサービス業（政治・経済・文化団体、宗教、外国公務、その他のサ

ービス業を除く） （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２６年次フ

レーム（速報））から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／２９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）７月３１日現在（直近の１年

間） （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月中旬～１１月２５日 

【調査事項】 １．企業の常用労働者数、業種、２．労働時間・週休制・年次有給休暇、

３．ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）、４．就業形態の多様

化  
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【調査名】 東京都福祉保健基礎調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月７日 

【実施機関】 東京都福祉保健局総務部総務課 

【目 的】 本調査は、東京都内における高齢者の生活実態を明らかにし、高齢者福祉施

策推進のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－東京都福祉保健基礎調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－東京都福祉保健基礎調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に居住する調査基

準日現在６５歳以上の高齢者 （抽出枠）住民基本台帳 （都内全体 ５３

３４地区） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／２，９３６，９２８ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）平成２７年１０月

１４日 （系統）東京都－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．基本事項、２．健康、３．医療、４．介護サービス等、５．認知症、

６．住まい、７．コミュニケーション、８．不安や悩み事、９．社会参加、

１０．就労、１１．経済状況、１２．行政への要望  
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【調査名】 山梨県男女共同参画に関する県民意識・実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月７日 

【実施機関】 山梨県企画県民部県民生活・男女参画課 

【目 的】 本調査は、男女共同参画に関する県民の意識と実態を調査し、「山梨県男女共

同参画計画」の策定や男女共同参画に関する施策を進めるための基礎資料とする

ことを目的として実施するものである。 

【調査の構成】 １－山梨県男女共同参画に関する県民意識・実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－山梨県男女共同参画に関する県民意識・実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）本調査は、男女共同参画に関する県民の意

識と実態を調査し、「山梨県男女共同参画計画」の策定や男女共同参画に関

する施策を進めるための基礎資料とすることを目的として実施するもので

ある。 （属性）２０歳以上の県民 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２７年９月１７日～同月３０日（年齢に

あっては同月１日） （系統）山梨県－委託業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年９月１７日～同月３０日 

【調査事項】 １．属性、２．男女平等・男女の地位について、３．仕事と家庭・社会活

動とそのバランスについて、４．女性の活躍推進について、５．男女共同参

画社会に向けて、６．人権について、７．ＤＶについて  
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【調査名】 県民の健康に関するアンケート（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１０日 

【実施機関】 埼玉県保健医療部健康長寿課 

【目 的】 本調査は、埼玉県の健康増進計画である埼玉県健康長寿計画及び埼玉県食育

推進計画の推進状況の把握に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県民の健康に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－県民の健康に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）個人 （属性）１１月１日現在２０歳以上

の男女 （抽出枠）国民健康・栄養調査の調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０２／６，０００，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系

統）埼玉県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月１日～同月３０日 

【調査事項】 １．食事の状況、２．「食育」に対する関心、３．「食事バランスガイド」

に対する理解度、４．歯科検診の受診歴、５．「食べ方」に対する関心、６．

睡眠による休養の状況、７．ロコモティブシンドロームの認知度、８．ＣＯ

ＰＤの認知度  
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【調査名】 県民健康・栄養実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１１日 

【実施機関】 新潟県福祉保健部健康対策課 

【目 的】 本調査は、新潟県民の生活習慣の状況等を把握し、健康にいがた２１等計画

の評価指標の進行管理に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－栄養状況調査票 ３－生活習慣調査票 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）１歳以上の男女 （抽出枠）

保健所毎に管内人口に応じた調査地区数を設定し、調査地区は平成２７年国

民生活基礎調査調査地区または平成２２年国勢調査調査区から選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７００／２，２９８，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２７年１１月

１日 （系統）新潟県－調査員（保健所）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年１１月１日～同年１１月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．血圧測定、４．問診（運動、服薬状況） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養状況調査票 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）１歳以上の男女 （抽出枠）

保健所毎に管内人口に応じた調査地区数を設定し、調査地区は平成２７年国

民生活基礎調査調査地区または平成２２年国勢調査調査区から選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７００／２，２９８，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２７年１１月

１日 （系統）新潟県－調査員（保健所）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年１１月１日～同年１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯状況、２．食事状況、３．食物摂取状況 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）１歳以上の男女 （抽出枠）

保健所毎に管内人口に応じた調査地区数を設定し、調査地区は平成２７年国

民生活基礎調査調査地区または平成２２年国勢調査調査区から選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，７００／２，２９８，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２７年１１月

１日 （系統）新潟県－調査員（保健所）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２７年１１月１日～同年１１月３０日 

【調査事項】 １．身体活動・運動、２．食生活、３．喫煙、４．飲酒、５．歯の健康、
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６．がん検診の受診状況等  

- 60 -



【調査名】 県民健康実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１７日 

【実施機関】 茨城県保健福祉部保健予防課 

【目 的】 本調査は、茨城県民の健康づくりに対する取組の状況等を把握するとともに、

茨城県の健康増進計画である「第２次健康いばらきプラン」に規定されている指

標項目の現状値を算出するための基礎データを収集することを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２７年度 県民健康実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２７年度 県民健康実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）２次保健医療圏ごとに１地域（市町村）を選出し、県内９地域（市

町村）を対象とする。 （単位）個人 （属性）２次保健医療圏ごとに１地

域（市町村）を選出し、県内９地域（市町村）を対象とする地域に居住する、

調査実施年の４月１日現在で満１５歳以上８０歳未満の男女。 （抽出枠）

９地域（市町村）で、住民基本台帳及び選挙人名簿を元に、選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０４０ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２７年４月１日 （系統）茨城県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月中旬～配布した後、２週

間後 

【調査事項】 １．報告者の属性、２．健康意識、３．食生活習慣、４．運動習慣、５．

休養・ストレス、６．喫煙・飲酒、７．健康管理、８．歯の健康について  
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【調査名】 山口県鉱工業生産動態統計調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１７日 

【実施機関】 山口県総合政策部統計分析課 

【目 的】 本調査は、鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料

を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－山口県鉱工業生産動態統計調査票 

※ 

【調査票名】 １－山口県鉱工業生産動態統計調査票 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の鉱業、

採石業、砂利採取業又は製造業に属する事業所のうち知事が指定する事業所 

（抽出枠）調査対象品目（工業統計調査における出荷額の構成比率の高い品

目で、経済産業省生産動態統計調査や他省庁の既存統計調査の対象となって

いない品目）について生産を行う代表的な（選定品目の出荷比率が高いもの）

事業所を選定。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２／３，８００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）山口県－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）翌月１５日 

【調査事項】 １．生産数量、２．出荷数量、３．在庫数量  
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【調査名】 愛媛県産業廃棄物実態等調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月１８日 

【実施機関】 愛媛県県民環境部環境局循環型社会推進課 

【目 的】 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第５条の

５の規定に基づく廃棄物処理計画策定の基礎資料とするため、県内における産業

廃棄物の発生、処理状況等を調査し、その現状分析と将来予測を行うとともに、

廃棄物等に関する意識調査及び資源循環促進税に関する調査を実施することを

目的とする。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物処理実態等調査票（建設業以外） ２－産業廃棄物処理

実態等調査票（建設業） ３－廃棄物等に関する意識調査票 ４－資源循

環促進税に関する調査票（排出事業者用） ５－資源循環促進税に関する

調査票（産廃処理業者用） 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物処理実態等調査票（建設業以外） 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域（ただし、建設業については、他都道府県を含む。） 

（単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「農業，林業」

のうちの「林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」のうちの「鉱業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」のうちの「電気業」及び「水道

業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険

業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊

業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、

「医療，福祉」、「複合サービス業」、「サービス業」並びに「公務」に属する

事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス・活動調査（総務省統計局）、

県が作成した事業所名簿（電気，水道業、教育，学習支援業、医療，福祉） 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）３，４００／５９，０００ （配

布）民間事業者（委託業者） （取集）民間事業者（委託業者） （記入）

自計 （把握時）平成２６年度１年間の実績 （系統）愛媛県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８

日 

【調査事項】 １．事業所概要に関すること、２．産業廃棄物の発生量に関すること、３．

自社での中間処理状況に関すること、４．自社での中間処理以外の処理状況

に関すること 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物処理実態等調査票（建設業） 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域（ただし、建設業については、他都道府県を含む。） 
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（単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「建設業」 （抽

出枠）平成２４年経済センサス・活動調査（総務省統計局）、（一社）日本建

設業連合会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）６００／６，０００ （配布）

民間事業者（委託業者） （取集）民間事業者（委託業者） （記入）自計 

（把握時）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８日（任意の１日） （系

統）愛媛県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８

日 

【調査事項】 １．事業所及び工事概要に関すること、２．産業廃棄物の発生量に関する

こと、３．自社での中間処理状況に関すること、４．自社での中間処理以外

の処理状況に関すること 

※ 

【調査票名】 ３－廃棄物等に関する意識調査票 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域（ただし、建設業については、他都道府県を含む。） 

（単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「農業，林業」

のうちの「林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」のうちの「鉱業」、

「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」のうちの「電気業」

及び「水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス

業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，

学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業」並びに「公

務」に属する事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス・活動調査（総務

省統計局）、（一社）日本建設業連合会会員名簿、県が作成した事業所名簿（電

気，水道業、教育，学習支援業、医療，福祉） 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，０００／６５，０００ （配

布）民間事業者（委託業者） （取集）民間事業者（委託業者） （記入）

自計 （把握時）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８日（任意の１日） 

（系統）愛媛県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８

日 

【調査事項】 １．産業廃棄物発生量の将来の見通しに関すること、２．産業廃棄物の発

生抑制、減量化・リサイクルへの取組みに関すること、３．環境に関する取

組みに関すること、４．環境に配慮した製品等の販売に関すること（小売業

のみ） 

※ 
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【調査票名】 ４－資源循環促進税に関する調査票（排出事業者用） 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域（ただし、建設業については、他都道府県を含む。） 

（単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「農業，林業」

のうちの「林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」のうちの「鉱業」、

「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」のうちの「電気業」

及び「水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス

業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，

学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業」並びに「公

務」に属する事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス・活動調査（総務

省統計局）、（一社）日本建設業連合会会員名簿、県が作成した事業所名簿（電

気，水道業、教育，学習支援業、医療，福祉） 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，０００／６５，０００ （配

布）民間事業者（委託業者） （取集）民間事業者（委託業者） （記入）

自計 （把握時）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８日（任意の１日） 

（系統）愛媛県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８

日 

【調査事項】 １．産業廃棄物処理の状況等に関すること、２．資源循環促進税の導入の

事実に関すること、３．資源環境促進税の導入に伴う取組みに関すること、

４．資源循環促進税の制度に関すること 

※ 

【調査票名】 ５－資源循環促進税に関する調査票（産廃処理業者用） 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域（ただし、建設業については、他都道府県を含む。） 

（単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「サービス業（他

に分類されないもの）」のうちの「廃棄物処理業（産業廃棄物処分業者、特

別管理産業廃棄物処分業）」 （抽出枠）産業廃棄物処分業者名簿及び特別

管理産業廃棄物処分業者名簿（愛媛県）、産業廃棄物処分業者名簿及び特別

管理産業廃棄物処分業者名簿（松山市） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５０ （配布）民間事業者（委託業者） （取

集）民間事業者（委託業者） （記入）自計 （把握時）平成２７年１１月

１６日～同年１２月１８日（任意の１日） （系統）愛媛県－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年１１月１６日～同年１２月１８

日 

【調査事項】 １．事業所の概要に関すること、２．処理等を行った産業廃棄物に関する
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こと、３．資源循環促進税の制度に関すること  
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【調査名】 県民健康・栄養調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月２５日 

【実施機関】 神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課 

【目 的】 本調査は、県民の健康状態、食生活の実態を把握し、その現状と問題点を明

らかにし、今後の健康づくりや生活習慣病対策を推進するための基礎資料とする

ことを目的とする。併せて、「かながわ健康プラン２１（第２次）」で設定した目

標の基準値、目標達成度の評価にも活用し、健康増進に関する情報提供を行う。 

【調査の構成】 １－健康に関する意識調査票（１５歳以上の方用） 

※ 

【調査票名】 １－健康に関する意識調査票（１５歳以上の方用） 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）神奈川県内在住の満１５

歳以上の男女 （抽出枠）県内の国民健康・栄養調査対象地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／８，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）神奈川県が指定す

る平成２７年１１月中の１日 （系統）神奈川県－調査員（保健所）－報告

者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （原則として５年（ただし、平成２５年から２７年は

毎年実施）） （実施期日）平成２７年１１月１日～同月３０日 

【調査事項】 １．普段の生活について、２．健康状態について、３．飲酒、喫煙につい

て、４．歯について、５．健康づくりに関する情報・活動  
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【調査名】 民間資源回収実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年９月２５日 

【実施機関】 福井県安全環境部循環社会推進課 

【目 的】 本調査は、民間のリサイクルの実態を調査することにより、福井県のリサイ

クルの現状を把握し、今後のリサイクル推進の施策展開に反映させることを目的

する。 

【調査の構成】 １－民間資源回収実態調査帳票（①小売店用） ２－民間資源回収実態

調査帳票（②古紙回収業者用） 

※ 

【調査票名】 １－民間資源回収実態調査帳票（①小売店用） 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）経済センサスの産業分類

に掲げる大分類「卸売業、小売業」のうち、中分類「各種商品小売業」に属

する事業所並びに中分類「飲食料品小売業」の小分類「管理、補助的経済活

動を行う事業所」、小分類「各種食料品小売業」及び小分類「その他の飲食

料品小売業」に属する法人の事業所（以下、「スーパーマーケット等の小売

店」という。） （抽出枠）経済センサスの事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 （系統）福

井県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）９月～１１月 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．資源の店頭回収の有無、３．資源ごとの店頭回収

量、４．資源の処理方法 

※ 

【調査票名】 ２－民間資源回収実態調査帳票（②古紙回収業者用） 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）経済センサスの産業分類

に掲げる大分類「卸売業、小売業」のうち、中分類「建築材料、鉱物・金属

材料等卸売業」の小分類「再生資源卸売業」に属する法人の事業所（以下、

「民間古紙回収業者」という。） （抽出枠）経済センサスの事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 （系統）福

井県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）９月～１１月 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．古紙回収の有無、３．古紙類の回収量 
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